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１.背景・目的 

現在、我が国ではスクラップ＆ビルドによる新市街地

形成を中心とした都市づくりが主流である。これは、人

口減少期に突入した我が国において都市の郊外化や供給

過剰を引き起こす要因となり、自治体の財政難や建設・

不動産市場の低迷につながり都市の魅力を失ってしまう。

そこで、自治体としては既成市街地の整備を中心とした

都市集積を促す地域再生を図ることが重要であり、事業

者はこのような社会の変化に合わせた新たなビジネスモ

デルを確立することが求められる。これらの問題解決の

ための一手法として、本研究では既存建築ストックの用

途転換（以下コンバージョン）を提案する。 
本研究では、コンバージョン推進策を定量的に評価す

る際に不可欠な将来のオフィスおよび住宅の需要・供給

量の推計手法を検討することを目的とする。 
 

２.研究手順 

①オフィス・住宅市場の実態分析 
②コンバージョンの効果と問題点 
③既存推進策の整理 
④オフィスおよび住宅の需要・供給ミスマッチ量の推

計手法の検討 
 

３.オフィス・住宅市場の実態 

３-１ オフィス市場の実態 

 図－２より、オフィスビルの空室率は東京では低い水

準を保っているが、地方都市では高い値を示している。

好立地な都心では供給に対して賃料の調整が行われ、立

地・賃料両面で魅力的なビジネス地区となり潜在需要を

喚起し、それを一手に吸収していると考えられる。 

 

 
出典）三鬼商事㈱HP より作成 

図－２ オフィスビル空室率の推移 

 

３-２ 住宅市場の実態 

住友不動産販売１）によると、首都圏の新築マンション

市場は価格の上昇傾向に対し供給戸数は減少している。

しかし中古市場では価格、成約件数ともに上昇傾向にあ

る。また、新築・中古の取扱高より市場規模を比較する

と、新築ではピーク時の 96 年から▲55.1％減少の 9,464

億円に対し中古はピーク時の 94 年から▲21.1％減少の

7,270 億円となっている。ともにピーク時より減少して

いるが市場規模の差は確実に小さくなってきており、価

格に割安感のある中古市場へ需要がシフトしてきている。 

 

３-３ 既存ストックの変化 

オフィスおよび住宅の構造別既存ストックの耐用年数

が訪れる時期を、国土交通省「平成 15 年度土地基本調査」、

総務省統計局「平成 15 年度住宅・土地統計調査」、国税

庁「減価償却資産の耐用年数表」より推計する。推計結

果を図－４に示す。 

図－４より、2020 年までに現在のストックの約半分が

耐用年数を迎えることになる。 

 

図－４ 既存ストックの耐用年数が訪れる時期－全国 

 

４.コンバージョンの効果と問題点 

４－１ 新規供給との比較 

コンバージョン実例 33 例２）を基に、①イニシャルコ

スト（以下 Ic）、②工期、③環境負荷、について新規供

給と比較・検討を行った。 

表－１より、コンバージョンのほうが Ic は少なく、工

期は短くなる。これは直接的に価格の抑制につながる。

また、施工業者等からすると工期あたりの Ic は減るため

売上高に影響する。また、環境負荷の面では改修の規模

などによっても異なるが、建て替えと比較して約 50％以

上の CO２削減ができる。 

 

表－１ コンバージョンと新規の Ic・工期比較 

 ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 新規 ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

－新規 

Ic/延べ床面積(万円/㎡) 4.38 25.56 -21.18

Ic/工期（万円/月） 3,255 6,762 -3,507

延床面積/工期（㎡/月） 743.66 264.61 479.05



４-２ コンバージョンの問題点 オフィスおよび住宅の将来の不足面積は(1)式で表わさ

れる。 コンバージョンの問題点としては、①立地・敷地・建

築条件に制約、②補助・融資・税制条件に制約が挙げら

れる。既存ストックの多くはスクラップ＆ビルドが主流

のためにフロー的な設計で建てられており、構造的に改

修を行うのが困難でコスト高につながり、事業性を評価

されない場合が多い。 
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５.既存推進策の整理 オフィスおよび住宅の需要は(2)、(3)式で表わされる。 

既存推進策を関連文献３）や国土交通省、地方自治体へ

のヒアリングにより整理する。 
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コンバージョン推進策は主に、①補助金、②税制優遇、

③規制緩和、という側面から実施されている。我が国で

は今後の都市政策として人口減少社会に対応した集約型

都市構造への転換、住宅政策として既存ストックの有効

活用、優良ストックの供給を重点課題としている。コン

バージョンはこれらの課題解決の一手法として捉えられ

ているが、インセンティブを受けられる事業は住宅への

用途転換にほぼ限定されている。 

 
対象地区を特定することにより、(2)、(3)式は、過去

の時系列データよりパラメータ推定可能である。したが

って、将来の需要量が推計でき、(1)式より、オフィスお

よび住宅の不足面積（＝新規必要面積）が計算できる。  

将来の需要の変動リスクを考慮すると、コンバージョ

ン対応可能な新規ストックを供給することが意義を持つ

と考えられる。また、オフィスおよび住宅需要のパラメ

ータ推定をオフィスについては、東京都心 5 区、住宅に

ついては首都圏新築・中古マンションでそれぞれ行った。

推定結果を表－１に示す。 

５-２ 欧米諸都市におけるコンバージョン推進策 

我が国に比べ、欧米諸都市ではコンバージョン事例が

数多く存在する。また、非常に多様性があり同じ建物で

複数回コンバージョンを行っているものもある。コンバ

ージョン事業の困難性は我が国のみならず欧米において

も認識されている。しかし、欧米ではコンバージョンに

民間資本が投入されない限り都市を再生できないという

危機感が政策の背景として存在し、コンバージョン推進

策を軸として様々な政策が結び付けられている。 

 
表－１ パラメータ推定の例

 

 

６．オフィス・住宅の需要・供給量の推計手法  

３－３のオフィスおよび住宅の構造別既存ストックの

耐用年数が訪れる時期を基に推計したオフィスおよび住

宅の将来の既存ストック残量の変化とそれぞれの需要と

の関係を図－５に示す。 
注） ( )内はｔ値。*15％有意、**10％有意、***1％有意。 

 図－５より、ある時点でのオフィス・住宅それぞれス

トックの残量と需要面積の差が不足面積となり、これが

新規ストックの必要量となる。 

７．まとめと今後の課題 

本研究では、コンバージョン推進策を定量的に評価す

る際に不可欠な将来のオフィスおよび住宅の需要・供給

量の推計手法を検討した。今後の課題としては、本研究

で検討した推計手法を定量的に分析することや、コンバ

ージョンの政策を、雇用問題や子育て支援などの政策と

結び付けることでどのような成果が期待できるかを検討

することなどが挙げられる。 
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